
 

 
松戸市協働事業提案制度 

平成 28 年度 募集要項 

【募集期間】  

 平成２7 年 4 月 15 日（水）～6 月 30 日（火） 

受付時間 ８時 30 分～１７時 

※郵送・E メール・FAX 提出不可 

 

【お問い合わせ】    

 松戸市役所 市民自治課  

 ℡ ０４７－３６６－７０６２ 
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背景… 

松戸市のシルエット 
手を取り合う人々…

松戸市と市民活動団

体・事業者が協働事

業に取り組む様子 

【表紙の解説】 



１ 協働事業提案制度の趣旨 

 

【協働事業提案制度とは】 

  協働事業は、市民活動団体、民間事業者、市のそれぞれが強みの部分を活かし、

身近にある地域課題の解決に向けて、協力して実施する事業です。 

 

協働事業提案制度とは、市民活動団体や民間事業者が、協働事業を提案し、市と

共に、その事業を企画し、実施する制度です。 

 

協働事業の実施に当たっては、次の３つの原則を遵守していただきます。 

 

⑴ 目的共有の原則 

提案者（市民活動団体・民間事業者）と市は事業を行う目的・目標を共有し、

協力して事業企画書を作成します。 

 

⑵ 社会資源持ち寄りの原則 

提案者（市民活動団体・民間事業者）と市は、事業の実施に必要な資源（強

みの部分）をそれぞれ相応に分担します。 

 

 

 

 

⑶ 事業成果公開の原則 

事業終了後、その成果を評価し、広く市民に公表します。 

提案者の資源 

知恵・技術・人材 

労力・自己資金（会

費・寄附金等） 

市の資源 

技術・情報・法律など

の知識・人材 

場所・負担金等 

協働事業の 

実施 

提供 提供 
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２ 提案者の要件 

 

協働事業を提案できる方は、申請時点において、次に掲げる要件を満たす市民活

動団体（注１）又は民間事業者です。 

【市民活動団体】 

⑴ 市内に事務所又は活動場所を有すること。 

⑵ 構成員が５人以上であること。 

⑶ 団体の運営に関する規約、会則を定めていること。 

⑷ 適切な会計処理が行われていること。 

 

【民間事業者】 

⑴ 市内に事業所又は事業拠点を有すること。 

⑵ 従業員を５人以上常時雇用していること。 

⑶ 住民税を滞納していないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）市民活動とは、自主的に行われる営利を目的としない社会貢献活動のうち、

次のいずれにも該当しないものをいいます。 

① 宗教上の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを主た

る目的とする活動 

② 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的とす

る活動 

③ 特定の公職（公職選挙法（昭和 25 年法律第 100 号）第 3条に規定する公職を

いう。以下同じ。）の候補者（当該候補者になろうとするものを含む。）若し

くは公職にある者又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対することを

目的とする活動 
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３ 提案できる事業  

 

提案者と市が協働することによって、相乗効果が期待できる公益性の高い事業で

あって、地域の課題に対し、これまでにない取り組みを行う先進的モデル事業(注

２)を対象とします。また、⑴ 市民提案部門と⑵ 行政指定部門の２部門の提案

方法があります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・事業の実施期間は、平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日までです。 

 

・事業期間は単年度ですが、３年を限度に継続することができます。ただし、 

継続する場合であっても、毎年提案の手続きを行い、協働のまちづくり協議 

会の審査を受けることになります。 

 

・本市の他の補助事業等により、財政的支援を受ける事業は対象となりません。 

 

・協働事業は、原則として１団体につき１事業の提案とします。 

⑴ 市民提案部門  

提案者（市民活動団体・民間事業者）が市民の目線で取り組む地域課題（テ

ーマ）を設定し、自分たちの得意な活動（強み）を通して、課題解決に向け

た事業を提案します。 

 
 
 

（注 2）先進的モデル事業とは、次の要件を満たす事業です。 

 

① 事業内容について、先進性が認められること。 

② 団体の構成員のみを対象としないこと。 
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【参 考】協働の成果が期待される事業の例 （この他にも様々な分野・事業が考

えられます） 

① 分野 

 ・保健･医療･福祉  ・社会教育  ・まちづくり  ・観光    

・学術・文化・芸術・スポーツ  ・環境保全  ・災害救援 

・地域安全  ・人権平和   ・国際協力   ・男女共同参画 

・子ども   ・情報化社会  ・科学技術   ・経済活動 

・職業能力  ・消費者保護  

② 事業内容（例） 

・市民の発想を生かして、たくさんの市民から事業協力や参加を得る事業 

（イベント、講演会、啓発事業の企画・運営など） 

・多種多様な市民ニーズに柔軟な対応が求められる事業 

（子育て支援、高齢者支援、障害者支援などのサービス提供など） 

・地域コミュニティとの連携が必要な事業 

  （地域福祉、防犯・防災対策、環境美化、公園等の整備など） 

・市民活動団体の専門性や独創性が活かせる事業 

  （調査研究事業、各種相談事業、専門性が求められる講座の開催、自然保護

活動など） 

・地域課題の当事者が自分たちで実施する事業 

   （障害者団体、子育てグループなどが当事者としての体験を生かせる事業な

ど） 
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⑵ 行政指定部門 

    行政（市）側が、協働事業として取り組んでほしい課題（テーマ）を設定

し、解決に向けて意欲ある市民活動団体・民間事業者が具体的な事業を提案

します。 

 

【平成２８年度募集内容】 

１ テーマ 協働による「協働のまちづくり講演会」 

２ 担当課 市民自治課 

３ 概 要  

毎年、協働によるまちづくり推進を目的として、市職員、市民を対象に基調講演及

び協働事業実施団体と担当課、市民活動助成団体等のパネルディスカッションを実施

している。しかしながら、市民の参加者の減少や、協働事業提案制度への提案数の減

少など市民に対する意識啓発に関し、課題も生じてきている。 

そのため、平成 28 年度実施予定の「協働のまちづくり講演会」を市民活動団体等

と共に企画、運営することで、実践的かつ魅力的な講演会（イベント）とし参加者増

加と協働のまちづくり推進の一助としたい。 
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４ 負担金について 

 

【交付対象者】   

負担金の交付対象者は、市民活動団体です。民間事業者は、負担金の交付対象と

なりませんので、自己資金で協働事業を行うことになります。 

 

【対象経費】   

協働事業に要する経費のうち、負担金交付の対象となる経費は次のとおりです。

事業の予算概要には、下表の項目に準じて記載の上、作成をお願いします。 

 

予算科目 対象となる経費（例） 対象とならない経費(例) 

報償費 
・報償費、謝礼金など 

（例：講演会の講師謝礼、指導に対する謝

礼、アドバイザー謝礼、保育士謝礼など）

・団体の構成員が講師を務

める場合の講師謝礼  

消耗品費 
・消耗品類（例：各種事務用紙、封筒、ボ

ールペン、鉛筆、消しゴムなどの文具類、

プリンターインク、消毒剤、塗料 など）

・講座、イベントにおける実習等で必要と

なる材料費（例：科学実験のための材料

代、料理教室開催の際の材料代など） 

 

食糧費 ・イベント・講座を実施するために必要と

認められる食糧費 

（例：ワークショップ参加者のためのお茶

菓子、講師の水代など） 

・団体の構成員が飲食する

もの 
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予算科目 対象となる経費（例） 対象とならない経費(例) 

印刷 

製本費 

・事業に必要な印刷製本代、コピー代など

（例：文書、冊子・パンフレット類、ポス

ター・チラシ等のコピー代、外部業者へ

の印刷代など） 

 

委託料 

 

・物品作成や専門的な知識や技術に対し、

業務を外部に委託した費用など 

＊事業をそのまま外部に委

託することは禁止する。

使用料 

及び賃借料 

・会場使用料、機材賃借料 など 

（例：市民センター使用料、音響機材のレ

ンタル代、プロジェクター、スクリーン

等機材のレンタル代など） 

団体が打合せに使用する会

場使用料 

通信運搬費 ・事業を実施するために必要な通信費など

（例：切手代、はがき代、宅配便代など）

 

保険料 ・イベント行事保険、検査費用など 

（例：行事保険料、検便費用など） 

ボランティア活動保険 

その他 市民自治課と協議の上、対象経費とするか

どうか決定します 

事業に要する経費のうち、

市長が必要と認めるもの 

 

※ 燃料費については、暖房等の灯油代や、移動のために自動車に給油するガソリ

ン代は対象となりません。 

 ※ 備品については、原則対象とはなりません。（備品に該当するものについては、

市民自治課へご相談下さい。）事業を実施する上で、不可欠な場合は、市民自

治課と協議して下さい。 

※ 対象経費、対象外経費についてのご相談は、市民自治課へお問い合わせ下さい。 
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【負担金の額】 

負担金の額は、次に掲げる要件を満たした上で、予算の範囲内とします。 

① 対象経費の９０％以内であること。 

※ 社会資源持ち寄りの原則に基づき、協働事業を実施する市民活動団体は自己資金

として対象経費の 10％以上を負担すること。 

② １事業あたり５０万円以内であること。 

③ 自己資金に協働事業に従事する構成員の労力換算額（注３）を加えた額以下であ

ること。 

※社会資源持ち寄りの原則により、市民活動団体が、事業に提供する無償労力を資金

に換算（１時間当たり 500 円）、その額と自己資金額の合計額を上限とする。 

 
 
    

 
 

 

 

 

 

 

 

※  労力の見積りに当たり、事業スケジュールに沿った必要な労力を適正に見積  

って下さい。 

 

（注３）労力換算額の労力とは、提案者である市民活動団体の「構成員」が事業

の企画、運営等に参加する無償の活動をいいます。イベント等の一般参加者は含

まれません。 

又、提供した労力の確認は、事業報告書に添付する作業日報により行うものと

します。 
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採択の決定 

11月中旬 

５ 事業の流れ・スケジュール 

◇平成27年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
◇平成28年 

 

事業事前説明会※新規事業のみ 

（平成28年3月下旬）

事業企画書の作成（３者協議）

8月1日～9月30日 

事業報告書の提出 

平成29年3月末まで

協働事業協定書の締結 

負担金の申請・請求 

平成28年4月

事業成果報告会 

平成29年5月

協働事業の実施 

平成28年4月～29年3月

（新年度） 

事業成果報告会を開催し、協議会

が事業成果について評価を行いま

す。 

提案者は、役割分担等の基本的事

項を明示した協定書を市と締結し

ます。 

事業の完了後、事業報告書に収支

決算書等を添えて提出します。 

協働事業を実施します。 

提案にあたり、市民自治課・まつど市民活動

サポートセンターが相談に応じます。 
提案書の提出（募集期間） 

4月15日～6月30日 

１次選考 

（審査会による提案書の書類選考） 

7 月 

提案書の書類選考を行い、第２次選考に進む

事業を決定します。 

提案に向けての事前相談会（※必須） 

4月15日～5月29日 

議会の予算審議 議会の予算審議を経て、予算成立後、決定し

ます。 

3 月 

２次選考 

（公開プレゼンテーション＆本審査） 

公開プレゼンテーション及び審査会によっ

て審査され、採択の適否を決定します。 

10 月 
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６ 提案方法について 

 

【募集期間】 

 平成 27 年 4 月 15 日（水）～6月 30 日（火） 

 

【提出書類】 

 下記について、各１部を提出のこと。 

① 松戸市協働事業提案書（第１号様式） 

② 団体概要調書 

③ 事業概要書 

④ 事業の予算概要 

⑤ 団体の規約・会則 

⑥ 役員名簿、構成員名簿（構成員が 5人以上であることがわかる書類） 

⑦ 今年度予算書、前年度決算書 

 各団体において作成しているものをご提出下さい。 

 

必ず、協働の相手方として想定される担当課との相談会（次ページ（３））を済ませ

てから提案して下さい。 

※ 団体等の活動実績など参考資料を添付する場合には、１２部提出して下さい。 

※ 提出書類は個人情報を除き公開します。 

※ ①～④の様式は、松戸市公式ホームページからもダウンロードできます。 

松戸市ホームページ http://www.city.matsudo.chiba.jp 

くらし ► 市民活動 ► 協働のまちづくり（市民活動の活性化と協働の推進）► 

協働事業提案制度 ► 平成 27 年度募集・平成 28 年度実施分 

 

【提出先・問い合わせ先】 

 

 

 

 

 

 

松戸市役所 市民部 市民自治課  （松戸市役所 本館 3階） 

※ 郵送やＥメールでの提出は受付しませんので、市民自治課窓口に直接提出を

お願いいたします。 

（電  話）０４７－３６６－７０６２  

（Ｅメール）mcshiminjichi＠city.matsudo.chiba.jp 
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【事業説明会】 ※予約不要 

事前予約は不要ですので、直接会場にお越しください。募集要項を元にご説明い

たします。両日とも内容は同じです。 

 

【協働事業提案に向けての相談会】  ※必須・事前予約制 

市民活動団体・民間事業者が、協働事業によって取り組もうとする地域課題に

ついて、行政側の状況（市の取り組み状況、市の業務範囲なのか、国や県の所管

なのか等）を知り、意見交換することでより良い提案につなげることができます。 

そこで、提案を予定している団体は必ず、事業担当課との相談会を実施してく

ださい。 

なお、予約の際には協働の相手方となる事業担当課を示していただきますが、

事業担当課がどこになるか不明の場合には、市民自治課へご相談下さい。 

協働事業提案に向けての相談会は、事前予約制となります。相談希望日の１週

間前までに市民自治課にご連絡下さい。 

 

相談会実施期間：4 月 15 日（水）～ 5 月 29 日（金） 

 

 

 

日時 ①平成 27 年 4 月 15 日（水）10 時から  

 ②平成 27 年 4 月 18 日（土）10 時から 

会場 松戸市役所 議会棟 2 階 第 3 会議室 
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【まつど市民活動サポートセンターでの支援】 ※要予約 

⑴ 協働事業に関する相談 

まつど市民活動サポートセンターでは、協働事業に関する相談を受けています。

事前予約制で相談に応じますので、ご連絡下さい。 

 

⑵ 支援講座 

協働事業を提案しようと考えている市民活動団体を対象に、支援講座をご用意

しております。詳細はお問い合わせください。 

   

 

 

 

  

講座 実りある市民と行政の協働事業のつくり方【全 3回】 

日時 ①平成 27 年 5 月 12 日（火）18 時 30 分～20 時 30 分  

 ②平成 27 年 6 月 2 日（火）18 時 30 分～20 時 30 分  

 ③平成 27 年 6 月 16 日（火）18 時 30 分～20 時 30 分  

会場 まつど市民活動サポートセンター 

講師 株式会社あいランドスケープ研究所代表・菅 博嗣（すが ひろつぐ）氏 

定員 先着 20 名 

申込 電話または Eメールに氏名・電話番号・団体名をご記入の上、同センターへ

お申込ください。 

まつど市民活動サポートセンター（松戸市上矢切２９９－１ 総合福祉会館内） 

 電  話  ０４７－３６５－５５２２  

 Ｈ  Ｐ   http://www.matsudo-sc.com/ 

Ｅメール  hai_saposen@matsudo-sc.com 

利用時間 午前 9時～午後 9時 

     （日曜日 午前 9時～午後 5時) 

休 館 日 第 1・3水曜日、年末年始 

 交  通  松戸駅西口 3番バス乗り場より京成バス 

「市川駅行き」に乗車し「浅間台」バス停下車 
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７ 協働事業の選考方法について 

 

市民・学識経験者等で構成される松戸市協働のまちづくり協議会（以下、「協議

会」という。）が、提案された協働事業の審査を行います。 

 

【第１次選考（書類選考）】 

市民活動団体・民間事業者から提出された提案書は、協議会委員により審査基準（注

４）のうち、主に事業の有効性、協働の必要性についての審査を受け、第２次選考に

進む事業が選考されます。 

なお、１つの事業担当課に複数の市民活動団体・民間事業者から協働事業が提案さ

れた場合には、担当課と協議の上、書類選考の段階で、予め通過件数を制限すること

もあります。 

 

【３者協議・事業企画書の作成】 

書類選考を通過した事業については、事業担当課を含めた３者協議を経て、事業企

画書を作成します。 

なお、協議の結果、事業企画書を作成することができなかったときは、協議経過書

を作成し、３者協議の経過を報告していただきます。 

 

【第２次選考（プレゼンテーション・本審査）】 

事業企画書若しくは協議経過書について下記のとおり審査が行なわれます。 

  

① 公開プレゼンテーション（事業企画書を作成した場合のみ） 

プレゼンテーションは公開で行います。３者協議により作成した事業企画書に基づ

き、提案者が協議会委員に対し、事業の説明を行うとともに、提案者・事業担当課に

は協議会委員からの質疑を受けるなど、双方向の議論が展開されます。 

※ 第 2 次選考については、プレゼンテーションを行うことが必須です。 

 

② 本審査 

協議会は、公開プレゼンテーション、事業企画書及び協議経過書により、審査基準

に基づき提案事業を審査します。 

 なお、審査結果につきましては、協議会から市長に答申します。 
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【審査結果】 

①協働事業としての採択の適否及び付帯意見 ※順位を付します。 

②負担金額の適否 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 採択の決定 

 

市長は、協議会からの答申を尊重し、市として翌年度の協働事業の採択を決定す

るとともに、負担金の総額について、翌年度の予算編成手続きに入ります。 

 

 

９ 採択後のスケジュールについて 

３月末頃に新年度予算が成立した後、採択事業は、正式に事業の実施が決定され

ます。 

新規に実施する事業については、３月末頃に事前説明会を行います。説明会にお

いて、協定書の締結や負担金の交付申請などの今後の手続き、事業の進め方、対象

経費の注意点などを説明します。 

   

 

 

 

（注４） 審査基準 

・先見性・独創性 課題の設定、事業手段に新たな着想や創意工夫があるか。 

・事業の有効性  市民の利益につながる事業成果が期待できるか。 

・協働の必要性  協働の相乗効果が見込まれ、市が協働する必要性、妥当性、課題解決の

緊急性、重要性が高いか。 

・協働の適格性  協働の基本理念に則り、お互いの自立性の確保、役割分担が適正か。 

・事業の将来性  事業終了後、事業成果の活用や他への波及効果などの将来展望が明確に

なっているか。 

・手段の効率性  投入する労力や事業経費等の資源の見積り及び負担金額が適切か。 

・実現可能性   自己資金の確保、実施手段などの事業企画が実現可能な内容であるか。 
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第１号様式（第６条関係） 

松戸市協働事業提案書 

      平成  年  月  日  

（宛先） 

松戸市長 

   住所(所在地)  松戸市○○－○○    

 団体の名称  △△△△の会      

代表者氏名  理事長 ○○ ○○ 印 

 

   市との協働事業について、関係書類を添付して企画提案します。 

 

１ 事業名称     ○○○○ 事業 

２ 提案区分 

・市民提案部門 （いずれかに○） 

・行政指定部門（事業名：          ）

３ 提案者の区分

 

市民活動団体・民間事業者  （いずれかに○）

４ 事業費  ○○○，○○○円 

５ 添付書類   ⑴ 団体概要調書 

⑵ 事業概要書 

⑶ 事業の予算概要 

 

１０ 協働事業提案書の記入例 
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（第６条関係））         （例） 

団体概要調書 

団 体 名 △△△△の会 

代表者名 理事長 ○○ ○○ 

事務所 

（担当者連絡先） 

〒○○○－○○○○ 

松戸市○○－○○ 

電 話              Fax 

E-mail 

設立年月日          年    月    日 

規約・会則 ※ 別紙添付 

構成員・社員数 ○○人   ※ 別紙添付 

団体の目的 ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

活動の実績 
※これまでの活動実績のわかる会報等があれば資料として添付して下

さい。 

収支状況 

【今年度予算】 収 入 【今年度予算】 支 出 

○○○         千円 

○○○         千円 

○○○         千円 

合 計         千円 

○○○          千円 

○○○          千円 

○○○          千円 

合 計          千円 

【前年度決算】 収 入 【前年度決算】 支 出 

○○○         千円 

○○○         千円 

○○○         千円 

合 計         千円 

○○○          千円 

○○○          千円 

○○○          千円 

合 計          千円 

 

※ 団体の規約・会則を添付して下さい。 

※ 役員名簿・構成員名簿（構成員が 5人以上であることがわかる書類）を 

添付して下さい。 

※ 今年度予算書及び前年度決算書を添付して下さい。 
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(第６条関係）         （例） 

事業概要書 

 

 

 

取り組もうと

する松戸市の

テーマ（課題） 

 

 

（取り組もうとする課題について、その現状や背景なども含めて明確に記載

して下さい。） 

○○公園は現在、利用者が少なく、以下の課題がある。 

① 利用者の愛着が希薄で、ゴミが投棄されている。 

② 子どもは、ほとんど遊んでいない。人の通りも少ないことから、安全面

が危惧されている状況である。 

事業の目的 ① 公園を「身近な自然と触れあえる場」として、地域の住民に親しまれ、

活用される公園にすること。 

② イベントを通じて、参加者間の情報交換や親睦を図り、地域の安全安心

につなげること。 

事業内容 （どのような課題の解決につながっていくのかが、わかるように事業内容を

記載して下さい。） 

① ボランティアや町会に呼び掛け、投棄ゴミの回収など保全活動を行う。

（年３～４回） 

② ゴミの投棄防止等を呼びかける標札板の設置をする。 

③ 防災訓練、お祭り、自然観測会などイベントを開催する。 

協働の必要性 （なぜ、この事業を団体単独で取り組むよりも、市との協働で進めることが

必要なのか？また、協働による取り組みが団体、行政（市）にもたらす効果

を記載して下さい。） 

① 市と協働することにより、信頼と安心感をもってもらえ、団体のボラン

ティアや町会への呼びかけがスムーズに行われる。 

② 行政のみが維持管理を行っていると、日ごろの清掃管理に対応しきれな

い一方、地域住民にとっても愛着がわかず、公園に対する関心が低くな

ってしまう。 

③ 協働で保全管理していくことにより、広く市民に愛され、訪れる市民が

増え、安全安心な公園になる。 

事業の目標 （事業に取り組む上で、どれだけのことを達成したいのか、その目標を記載

して下さい。） 

 ※事業の成果目標は、できるだけ数値などを用いて、具体的に記載して下

さい。 

① 作業を通して、景観保持や園内の危険低減ができ、来園者が増える。 

【投棄ゴミの回収等の参加人数 50 人】 

② イベント開催を通じて、公園が楽しめる場となることで、幅広い年齢層

に利用してもらえる。 

【イベントの参加者 50 人】 

事業名 ○○公園事業 

団体名 ○○公園保全の会 

事業担当課 ○○○課 
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（第６条関係)

（単位：円）

区分 科　　目 金　　額

団体 労力換算額　　（Ａ）  ¥           155,000

区分 科　　目 金　　額

○○団体拠出金  ¥        15,000 対象事業費の一部を団体の会計より拠出

寄附金  ¥        10,000 ○○様より寄附

講座参加料  ¥        15,000 300円×50名分

自己資金の合計額（Ｂ)  ¥        40,000

市 協働事業負担金　（Ｃ）  ¥           180,000

220,000¥                 

区分 科　　目 予算額

報償費  ¥       100,000 外部講師謝礼 20,000円×5回

印刷製本費  ¥        50,000 チラシ印刷 5円×10,000枚

消耗品費  ¥        10,000 チラシ、ポスター用紙
2円＊4,000枚
50円＊40枚

使用料  ¥        10,000 会場使用料
1，000円×3時間×2回
500円×4時間×2回

賃借料  ¥        30,000
音響器材使用料
　マイク3台

5,000円×3台×2回

通信費  ¥         5,000 はがき代 50円×100人

保険料  ¥         5,000 行事保険料
○○保険会社：加入期間○月
○日～○月○日

対象経費の合計（Ｅ）  ¥           210,000

食糧費  ¥         5,000 会員の昼食代 500円×10人

交通費  ¥         5,000 会員の交通費 500円×10人

その他経費の合計額（Ｆ）  ¥            10,000

220,000¥            

【チェック項目】 

1

2

3

事業の予算概要

【労力換算（限度額算入）】　　　　　　　　　　　

積算内訳

※別紙　労力換算計算書　参照

【収　入】

積算内訳

団体

　　合計額（Ｄ）＝（Ｂ+Ｃ）

合計額（Ｇ）＝（Ｅ＋Ｆ）

協働事業負担金（Ｃ）が、対象となる経費（Ｅ）欄の90％以内であること。

協働事業負担金（Ｃ）が、自己資金（Ｂ）欄に労力換算額（Ａ）欄を加えた額を超えないこと。

協働事業負担金については、50万円を上限とする。

【支　出】

積算内訳

負
担
金
の
交
付
対
象
経
費

そ
の
他
経
費

（

対
象
外
）
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労力換算計算書
（単位：円）

換算額

活動計画

○○企画打ち合わせ（10回） 75,000 円 5 人 × 3 ｈ × 10 回 × 500 円

○○企画準備（6回） 30,000 円 5 人 × 2 ｈ × 6 回 × 500 円

○○○活動（4回） 40,000 円 5 人 × 4 ｈ × 4 回 × 500 円

○○○イベント（2回） 10,000 円 5 人 × 2 ｈ × 2 回 × 500 円

155,000 円

項　　　目

労
力
換
算
額

合　計　（Ａ）

人数×時間回数×500円

積算内訳
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１１ 平成２７年度実施事業・２６年度事業実績（参考） 

 

【平成２７年度 協働事業】 

区分 団体名 事業名 事業担当課 事業概要 

新規 
栗ヶ沢中学校地域 

防災委員会 

 

【市民提案部門】 

地域連携自主防災 

事業 
危機管理課

提案団体と行政が協働して、収容避難所開

設訓練、講演会等を行うことで、地域の自主

防災組織の連携を推進し、防災活動に取り

組む。 

新規 
特定非営利活動法人 

まつどＮＰＯ協議会 

【行政指定部門】 

協働による「協働の

まちづくり講演会」事

業 

市民自治課

行政と市が協働して、「協働のまちづくり講演

会」を企画、運営することにより、市民の参加

者を増やし、協働によるまちづくりの啓発、推

進に取り組む。 

 

【平成２６年度 協働事業】 

区分 団体名 事業名 事業担当課 事業概要 

２年目 

松戸農業サポート協議

会 農業ボランティア

部 野良の会 

 

【市民提案部門】 

松戸の農業サポー

ト・農業ボランティア

養成事業 

農政課 

農家と農業ボランティアのマッチングを行うこ

とで、中核的農家の人手不足の解消を図る。

農家、市民が連携することで新たなコミュニテ

ィ形成につながり、農業保全について、行

政、農業関係者、市民団体の 3 者一体となっ

た活動を行なう。 
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１２ 協働事業提案制度に関するＱ＆Ａ 

 

Ｑ１ 協働事業提案制度と市民活動助成制度に申請できる事業の違いは何ですか？ 

 

Ａ   市民活動助成制度は、地域課題の解決に向け、市民活動団体による新たな事

業の立ち上げや、既存事業の活動をさらに発展させる公益性の高い取り組みに

対し、資金を助成する制度です。一方、協働事業提案制度では、市と団体が協

議して事業企画を練り、役割分担のもと、事業を実施することになります。協

働事業は市民活動助成事業と異なり、単独で実施するより行政と協働すればよ

り効果を上げることのできる事業を対象としております。基本的には市の事業

となるため、より公共性の高い事業を想定しています。 
 
Ｑ２ 市民活動助成制度と協働事業提案制度の、両方に重複提案することは可能です

か？ 

 
Ａ   前項のとおり、市民活動助成制度と協働事業提案制度は趣旨が異なりますの

で、同じ内容で二つの制度に重複提案することはできません。ただし、協働事

業提案制度へ提案された事業で、１次選考（書類審査）において、協働の必要

性が認められず、2 次選考に進めなかった事業については、事業の規模や内容

によりますが、市民活動助成制度へ申請しなおすことが可能です。詳しくは市

民自治課へお問い合わせください。 
 
Ｑ３ 市内に事務所を有してなければ、提案できませんか？ 

 
Ａ   市内に事務所がない場合でも、提案できます。 

    ただし、地域課題を解決し、市民の利益につながる成果が期待されなければ

ならないため、活動場所が市内であることが必要です。 

 

Ｑ４ 団体の構成員が全員松戸市内に住んでいなければなりませんか？ 

 
Ａ   構成員の住所が市内、市外に関わらず、本制度への提案は可能です。 

    ただし、地域課題を解決し、市民の利益につながる成果が期待されなければ

ならないため、活動場所が市内であることが必要です。 

 

Ｑ５ 提案書を作成してみたのですが、すぐに提案できますか？ 

 

Ａ   提案したい事業がある場合は、まずは市民自治課へご相談ください。なお、

協働事業提案制度へ提案するには、協働の相手方と想定される事業担当課との

「協働事業提案に向けての相談会」を経る必要があります。（これは、協働事

業によって取り組もうと考えている地域課題について、法令上の対応や行政側

の所管（国、県、市のいずれか）など、事前に調べることで、より良い提案に

つなげるための方策です。）「協働事業提案に向けての相談会」は、市民自治課

にて申し込みを受け付けています。（詳細は５ 提案方法について（３）協働
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事業提案に向けての相談会をご参照下さい。） 

 

Ｑ６ 市民提案部門と行政指定部門の違いは何ですか？ 

 

Ａ   市民提案部門は、市民活動団体や民間事業者の皆さんが、市民の視点から地

域課題（テーマ）を設定し、自分達の得意分野の活動を通して、課題の解決を

図る協働事業を提案して頂くものです。一方、行政指定部門は、行政（市）側

が協働事業として取り組んで欲しい地域課題（テーマ）を予め設定し、課題解

決に向けて意欲ある市民活動団体・民間事業者に具体的な事業の提案を募集す

るものです。 
 
Ｑ７ 提案後、選考手順はどのようになりますか？ 

 
Ａ   選考スケジュールについては、５ 事業の流れ・スケジュールを参照して下

さい。書類選考審査後のスケジュールについては、市より通知いたします。 
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平成２７年４月 

 発行     松戸市 市民部 市民自治課 

      〒271-8588 松戸市根本３８７－５ 

      TEL  ０４７－３６６－７０６２ 

      FAX   ０４７－７０４－４００９ 

      E-mail mcshiminjichi@city.matsudo.chiba.jp 
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